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京大東アジアセンターニュースレター   第 438号   






○ ミャンマー短信 ： ２０１２年 ９月下旬  

















■京都会場  2012 年 11 月 3 日(土) 13 時 
     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 
 ■東京会場  2012 年 12 月 1 日(土) 13 時 





挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 植田和弘 
     東京大学社会科学研究所教授 田島俊雄 
  
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  インドネシアは自動車大国になれるか 









住友商事 自動車米州アジア部 木村 将裕 販売金融事業者から見た自動車購入層拡大の可能性 












ジャパン･バイク･オークション 社長 西村 竜  オークション会社から見た中古車流通 
  
15:55-16:25 
IHS オートモーティブ バンコク事務所代表 山本 肇  グリーンカー政策と日系自動車メーカーの戦略 
  
16:25-16:50 




    
17:10-18:50 
懇親会  参加費 2000円,協力会会員は無料 
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究副センター長/京都大学経済学部准教授 矢野剛 












時  間： 2012 年10 月23 日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経東館地下一階みずほホール  





















































































VISA インターナショナルの責任者が、ホテル＆観光省の責任者と会って、ミャンマー国内での VISA カードの使用









































③日本の NTT コム、ミャンマーに拠点開設 
NTT コミュニケーションズは、ヤンゴンに拠点を開設する。日系や外資系企業向けにシステム構築や、進出企業が
本国とミャンマーとの間で行うデータ通信の整備を手がける「国際ネットワーク事業」を展開する計画。 
                                                                 以上 
************************************************************************************************ 








およそ 150人の労働者が気絶した」と労働組合が話した。「プノンペン Sen Sok 地区にある Hi Fashion社で働く 100







はないかと経営側に相談していたが、無視されていたという。Hi Fashion社の経営者 Heng Virak氏は、「換気の悪さ
により労働者は意識を失ってしまった。これからは扇風機使って環境を改善させるつもりだ」と話している。 
この大規模な失神事件は、Clean Clothes Campaign and Community Legal Education Centerが、縫製工場の監視
機関である Better Factories Cambodiaの評価報告書を発表した際に明らかとなった。この報告書は、工場の職業安
全衛生水準が十分でないことを強調している。 
一方、プノンペン Meanchey地区にある Conpress Holding Industrial社では、木曜日と金曜日に計 36人の労働者
が気絶した。「この失神事件にはいくつかの原因があります。不十分な換気と、有害化学物質、栄養失調、そしてそう
いった環境における長期間の労働です。労働組合と GMAC、そして労働者たちは全員、工場での食事の無料提供




Kandal州 Ang Snuol地区にある Vanco Industrial社で、９／１２、仕事中に年配の労働者が工場のトイレで起こった






９／１３，プノンペンにある H&L アパレルの工場で、50 人以上が仕事中に失神し、病院に運ばれた。「彼らは食事
不足、不適切な衛生状態、そして衣料に含まれる化学薬品などが原因で失神しました。」と病院の労働者を見舞いに




９／０１から始まったおよそ 300 人の労働者が参加した、プノンペンのブラジャー工場のストライキは、6 日目を迎え
た。この工場は Victoria’s Secret や Valentinoで取り扱われている女性用下着を製造している。 
労働者が望んでいるのは税金問題の迅速な解決であったが、社会問題相職員が、「この税金問題に関してなんの
糸口もつかめない」と発言したことにより彼らの望みは打ち砕かれた。 
社会問題相顧問の Kae Soksitthiny 氏は、ストライキを平穏に終わらせるため工場側と労働社側を取り持つ任務を





労働者代表の 1人、Chhum Sokhum さん(32歳)は、「工場側は労働者の給料から月 9 ドルを引くだけでなく、残業








プノンペンを拠点とした衣料品工場 Ocean Garment 社は、セクハラの訴えが起こった中心地であり、ストライキは 2
週間以上に渡って続いていたが、Ocean Garment社は 2500人以上の労働者に抗議活動中の給与を保証することに




る」と労働者代表の Keo Kim Heang さんは話し、「この発表は本日労働者に伝えられることになる」と付け加えた。 












































Snguon Sophal さんは、識字能力がいかに生活を支え改善させることができるかを示した良い例である。Siem Reap 










ベースの統計が示した 1998 年の 67.3 パーセントという数値より増加しているものの、機能的識字力(読み書き、計算































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             





2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
